足立区こども支援センターげんき
事務補助員（会計年度任用職員）
採用選考実施要項
令和７年６月
足立区こども支援センターげんき
足立区こども支援センターげんきに勤務する事務補助員を下記のとおり募集します。
記
１　募集する職種
事務補助員
　　　　　　　　　　　 ※地方公務員法に基づく、パートタイム会計年度任用職員（一般職の非常勤職員）です。

２　応募要件　　　　　 以下の要件をすべて満たすこと
（1） パソコン（エクセル・ワード）の基本的な操作ができる方
（2） 地方公務員としての自覚を持ち、守秘義務など職務上および身分上の義務を守ることのできる方
（3） 地方公務員法第１６条（欠格条項）の各号のいずれにも該当しない方
（4） 平成１１年改正前の民法の規定による準禁治産の宣告を受けていない方（心神耗弱を原因とするものを除く）

３　募集人数

２名（勤務パターン１、パターン２　各１名）
４　勤務内容　　　　　 パターン１
・パソコンを使ったデータ入力、文書・資料作成
・郵便物等の封入・発送業務
・電話対応
・その他事務作業
パターン２
・窓口応対
・施設管理補助

・パソコンを使ったデータ入力
・その他事務作業

５　勤務場所

足立区こども支援センターげんき支援管理課
　　 足立区梅島3-28-8

６　任用期間

令和７年６月１日から令和８年３月３１日まで
※勤務成績等を考慮の上で更新あり
７　勤務条件
（1） 勤務日　　パターン１：月曜日から金曜日までの週５日勤務（祝日・年末年始を除く）
パターン２：月曜日から土曜日のうち週４日勤務（祝日・年末年始を除く）
（2） 勤務時間　パターン１：９時００分～１７時００分の間の実働５.５時間
（１時間休憩あり）
パターン２：a　８時３０分～１３時００の４.５時間
ｂ　１２時４５分～１７時１５分の４.５時間
※上記a,bを組み合わせて、週４日、月１６日程度勤務
パターン２勤務例（職員ＡＢＣ　３人のシフト交代制）
	時間
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	月
	火
	水
	木
	金
	土

	8：30から13：00
	C
	A
	C
	B
	A
	C
	A
	B
	A
	C
	B
	A

	12:45から17：15
	B
	B
	A
	C
	B
	A
	C
	C
	B
	A
	C
	B


（3） 報　　酬　パターン１：（予定）月額１５６,０１４円
パターン２：（予定）時給１,３５０円
（4） 期末手当　区の規定に基づき支給
（4） 交通費　　区の規程に基づき支給（上限あり）
（5） 保　　険　パターン１：共済保険、厚生年金保険、雇用保険あり
パターン２：なし
（6） 出張旅費　交通実費相当額
（7） 有給休暇　区の規程に基づき付与
（8） そ の 他　退職金制度・昇給制度なし
８　選考方法及び日程

採用選考申込（履歴）書（以下「申込書」という）及び職務経歴書（書式は自由）による一次選考を行い、一次選考合格者を対象として、面接による二次選考を行います。

· 一次選考結果　　 令和７年５月８日頃〔電話連絡または郵送予定〕

· 二次選考（面接） 令和７年５月１３日※予定〔時間は電話連絡または郵送で通知〕
· 最終選考結果通知 令和７年５月１３日頃〔電話連絡または郵送予定〕
９　申込方法

「採用選考申込書」「職務経歴書（書式は自由）」を提出
※手書きまたはパソコン入力可
※応募書類は、返却しません。
（1） オンライン申請によるお申込み
関連リンクより（足立区オンライン申請システム）へアクセスし、画面の指示に従ってす
べての必要項目を正しく入力して、下記申込期間中に申請してください。その際は下記の
関連資料からダウンロードした「採用選考申込書」「職務経歴書（書式は自由）」を添付願います。

（2） 窓口での申込み
日曜日、祝日を除き、午前８時３０分から午後５時まで

足立区こども支援センターげんき２階受付
（3） 郵送によるお申込み（必ず簡易書留でお送りください）
住所：〒121-0816　足立区梅島３-２８-８　
足立区こども支援センターげんき支援管理課支援管理係　採用担当
· 締　切　　令和７年５月８日　※午後5時必着
【足立区ＨＰ】　　http://www.city.adachi.tokyo.jp/（区政情報｢人材募集｣）
10　問合せ先
住所：〒121-0816　足立区梅島３-２８-８　
足立区こども支援センターげんき支援管理課支援管理係　採用担当
電話：０３(３８５２)２８６１　　Ｅ－ｍａｉｌ：kodomo-sienkanri@city.adachi.tokyo.jp
（参考）
	　地方公務員法第１６条（欠格条項）

　次の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考を受けることができない。

１　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

２　当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

３　人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第６０条から第６３条までに規定する罪を犯し、刑に処せられた者
４　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

※平成１１年改正前の民法の規定による準禁治産の宣告を受けている者（心神耗弱を原因とする

　もの以外）は選考を受けることができません。




